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I. 本資料の目的 

1. 本資料では、純損益を通じて公正価値（以下「FVPL」という。）で測定するものとし

て取り扱う取消不能の指定（以下「公正価値オプション」という。）に関する定めを

確認した上で、公正価値オプションの採用に関する ASBJ事務局の分析をお示しし、

ご意見を伺うことを目的としている。 

 

II. 本論点を取り上げる理由 

2. 第 571回企業会計基準委員会（2026年 2月 24日開催）において、金融商品の分類

及び測定（減損プロジェクトの範囲に含めた領域を除く。）の見直しに着手するこ

とが了承された。また、基準開発の進め方について、減損プロジェクトの残課題で

ある予想信用損失モデルの適用範囲と関連する領域をフェーズ 1 として優先的に

検討を行うことを提案し、特段の異論は聞かれなかった1。 

3. フェーズ 1における主な検討項目及び検討の進め方について、第 571回企業会計基

準委員会等2では次のことを提案した。 

主な検討項目 

(1) 分類のアプローチ（事業モデル及び SPPI 要件に基づくアプローチを採用する

かどうか、負債性金融商品と資本性金融商品との区分） 

(2) 実効金利法による償却原価で測定する金融資産3の範囲（予想信用損失モデル

を適用する金融資産の範囲） 

(3) 組込デリバティブ 

 
1 その他の領域（株式を含む。）については、フェーズ 1 の検討が一巡した後にフェーズ 2 と

して検討を開始することを予定している。 
2 第 571 回企業会計基準委員会と第 250 回金融商品専門委員会（2026 年 2 月 19日開催）を合

わせて「第 571 回企業会計基準委員会等」という。 
3 その他の包括利益を通じて公正価値（FVOCI）で測定しつつ当期純利益の算定において実効金

利法による償却原価を用いるものを含む。 
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(4) 公正価値オプション 

検討の進め方 

(1) IFRS 会計基準の分類及び測定の定めを導入した場合の影響について分析を進

めつつ、必要に応じて米国会計基準の定めを参考に検討する。 

(2) 日本基準でこれまで重視してきた考え方や国際的に意見発信してきた内容

（例：事業投資と金融投資の区分、リサイクリング、組込デリバティブの区分

処理）に照らして、整理を行う。 

4. 前項の提案に関して、これまでの審議において、他の論点と密接に関連する分類の

アプローチを優先的に検討することが考えられるとの意見が聞かれている。ここで、

公正価値オプションは分類アプローチと密接に関連する論点であり、IFRS 第 9 号

の分類アプローチに関する事務局の分析に影響すると考えられる。また、これまで

の審議において、米国会計基準における公正価値オプションの定めを取り入れるこ

とを提案する意見が聞かれている。 

5. このため、本資料では公正価値オプションに関する定め（米国会計基準を含む。）

を確認した上で、公正価値オプションの取扱いに関する ASBJ 事務局の分析をお示

しする。なお、本資料は事業モデル及び SPPI 要件に関する分析を含んでいないた

め、ASBJ事務局からの提案は含んでいない。 

 

III. 公正価値オプションに関する定めの確認 

（金融商品会計基準等4における定め） 

6. 金融商品会計基準等において、公正価値オプションに関する定めは設けられていな

い。 

（IFRS会計基準における定め） 

7. 金融資産については、公正価値オプションを適用しない場合に資産又は負債の測定

 
4 本資料では、企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」、移管指針第 9 号「金融商

品会計に関する実務指針」、移管指針第 12 号「金融商品会計に関する Q&A」、企業会計基準適

用指針第 12 号「その他の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含まない複

合金融商品）に関する会計処理」及び企業会計基準適用指針第 17 号「払込資本を増加させる可

能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計処理」を総称して「金融商品会計基準等」と

記載する。 
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又はそれらに係る利得及び損失の認識を異なる基礎で行うことから生じるであろ

う測定又は認識の不整合（「会計上のミスマッチ」と呼ばれることがある。）を、そ

の指定が除去又は大幅に低減する場合、当初認識時に公正価値オプションを適用す

ることができる。（IFRS第 9号 4.1.5項） 

8. ただし、公正価値オプションは、ある金融商品全体に対してのみ適用することとさ

れており、金融商品の特定の構成要素又は一部分（例：一定割合）のみに適用する

ことは認められていない。（IFRS第 9号 B4.1.32項及び BCZ4.74項から 4.76項） 

（米国会計基準における定め） 

9. 認識された金融資産（連結子会社への投資、連結 VIE への投資を除く）について、

当初認識時又は ASC第 825-10-25-4項で定める一定の事象が生じた日にのみ公正価

値オプションを選択することができるとされている（ASC第 825-10-25-1項、第 825-

10-15-4項及び 15-5項）。また、公正価値オプションの選択は次のように決定する

とされている（ASC第 825-10-25-2項）。 

(1) 特定の例外5を除き、金融商品ごと（instrument by instrument）に選択する。 

(2) ASC 第 825-10-25-4 項に定める新たな選択日が到来する場合を除き、取消不能

である。 

(3) 金融商品全体にのみ適用され、特定のリスク、特定のキャッシュ・フロー又は

金融商品の一部のみに適用されるものではない。 

 

IV. ASBJ事務局による分析 

10. IFRS 会計基準及び米国会計基準では、公正価値オプションに関する定めが設けら

れている。他方、金融商品会計基準等では公正価値オプションに関する定めは設け

られていない。次項以降では、まず金融商品会計基準等への公正価値オプションの

取り入れに関する分析を行う。 

（公正価値オプションの定めを取り入れるかどうかの分析） 

 
5 公正価値オプションの特定の例外（持分法が適用される投資及び保険契約に関するものを除

く）について、ASC 第 825-10-25-7 項では次のものが示されている。 

(1) 単一の契約（与信枠や建設融資など）に基づき、一人の借手に複数の前渡しが行われ、こ

この前渡しが独自性を失ってより大きな融資残高の一部となる場合には、公正価値オプシ

ョンは個々の前渡しごとに適用されるのではなく、より大きな残高に対してのみ適用され

る。 
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11. 金融商品会計基準等において時価評価の対象となるかどうかは、金融投資であるか

事業投資であるかによるものと考えられる。すなわち、「主観のれんの獲得を期待

しうる活動（事業投資）の成果と、正常なリターンしか期待できない活動（金融投

資）の成果は、企業価値評価の観点から異なるものである」6と考えられており、「本

来、時価評価の対象となる金融投資には主観のれんが期待されないため、その区分

には、①短期売買の意思と能力（資産を保有（負債を負担）している企業に、短期

売買（決済）をする意思と能力があること）と②活発な取引（流動性）のある市場

の存在（その短期売買（決済）をする意思を実行するために必要な、活発な取引（流

動性）のある市場が存在すること）の 2 つの条件が必要になる」7と考えられてい

る。 

12. 前項の金融投資に該当する金融資産については、時価評価を行った上で評価差額を

当期純利益に計上する（以下「FVPL処理」という。）ことが考えられる。一方、前

項の金融投資に該当しない金融資産については、理屈の観点からは FVPL 処理する

ことは導き出されないと考えられる。 

13. 前項の点について、具体的にはトレーディング目的で保有する債権の取扱いが関連

すると考えられる。この点、第 576回企業会計基準委員会（2026年 5月 14日開催）

において、仮に事業モデルに関する IFRS 第 9 号のアプローチを取り入れた場合の

影響として、ASBJ 事務局から次の分析をお示しした。 

(1) トレーディング目的で保有する債権について、金融商品会計基準等では売買目

的有価証券に準じて取り扱うとしつつ、この対象となる金融資産は「流動性が

高く、かつ、時価の算定が容易なもの」でなければならないとしている。この

点、日本基準でこれまで重視してきた考え方に基づいた場合、当該要件を満た

さない場合には金融投資に該当せず、時価評価すべきではないという整理にな

ると考えられる。このため、IFRS 第 9 号の分類アプローチを取り入れて、「流

動性が高く、かつ、時価の算定が容易なもの」という要件を廃止することは、

許容範囲を超えているとも考えられる。（第 576 回企業会計基準委員会の審議

事項(5)-2第 44項から第 47項） 

14. 他方、公正価値オプションの採用について、これまでの審議において次のとおり実

務上のニーズに関する意見が聞かれている。 

 
6 「投資のリスクからの解放－純利益の特性を記述する概念の役割と限界－」、米山正樹・秋

葉賢一・浅見裕子（著）、187 頁から 188 頁 
7 「投資のリスクからの解放－純利益の特性を記述する概念の役割と限界－」、米山正樹・秋

葉賢一・浅見裕子（著）、188 頁 
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(1) 銀行等金融機関において売買目的で引き受ける債権が増加傾向にあるが、現行

の金融商品会計基準等の定めでは実態を十分に表すことができないという問

題意識を有している。この点については、公正価値オプションが解決策となる

可能性があると考える。 

(2) 公正価値オプションについては、ヘッジ運営の多様化に繋がる可能性があるた

め、取り入れる方向で検討することが考えられる。 

15. さらに、IFRS会計基準及び米国会計基準では、公正価値オプションに関する定めが

設けられていることから、公正価値オプションの定めを設けることによって国際的

な会計基準との整合性が図られると考えられる。 

16. ここで、公正価値オプションを適用するということは、企業が金融商品の時価の変

動に対して説明責任を負うことになると考えられる。実務上のニーズや国際的な会

計基準との整合性を合わせて勘案すると、公正価値オプションに関する定めを取り

入れることにより、企業が金融商品の時価の変動に対して説明責任を果たしていく

ことを妨げる必要はないのではないかと考えられる。 

17. また、IFRS任意適用企業の観点からは、金融商品の分類及び測定に関して IFRS会

計基準との差異がない方が望ましいとの意見が聞かれている。この点、公正価値オ

プションの定めを設けることにより、本資料第 13 項に記載したような領域につい

て、IFRS 会計基準を適用した場合と同じ結果とすることが可能になると考えられ

る。 

（公正価値オプションを適用する場合の要件についての分析） 

18. 仮に公正価値オプションの定めを設ける場合、IFRS 会計基準と米国会計基準では

公正価値オプションの適用に関する要件が異なることから、いずれのモデルを採用

するのが適切かについて次項以降で検討を行う。 

19. IFRS会計基準では、「会計上のミスマッチを除去又は大幅に低減する場合に限定し

て」金融資産に対して公正価値オプションを適用できるとされている。一方、米国

会計基準においては、公正価値オプションの適用に関して、会計上のミスマッチに

関する要件は設けられていない。また、FASBは、こうした適格要件を設けないこと

が、国際基準との実質的な乖離（divergence）につながることはないと結論付けた

とされている。（ASC第 825-10-25-1項から 25-2項、第 825-10-15-4項から 15-5項

及び SFAS 第 159 号「金融資産及び金融負債に対する公正価値オプション」A20 項

から A21項） 
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20. ここで、本資料第 16 項のとおり、金融商品会計基準等に公正価値オプションに関

する定めを取り入れる場合には、実務上のニーズへの対応や国際的な会計基準との

整合性等を主な目的とするものであることから、「会計上のミスマッチを除去又は

大幅に低減する場合に限定する」といった要件を設けないことが考えられる 

21. このため、仮に公正価値オプションに関する定めを取り入れる場合には、公正価値

オプションの適用に関する要件を設けない米国会計基準のモデルを採用すること

が考えられる。この場合には、フェーズ 1の対象である債権及び債券について、金

融商品ごとに、金融商品の発生の認識時に取消不能な選択を行う旨を定めることが

考えられる。また、公正価値オプションを適用した金融商品については、予想信用

損失モデルの対象外とすることが考えられる。 

22. また、仮に公正価値オプションに関する定めを取り入れる場合には、開示について

検討することが必要になると考えられるが、必要に応じて今後検討を行うこととし、

本資料では割愛する。 

 

ディスカッション･ポイント 

本資料第 10項から第 22項の事務局の分析について、ご意見を伺いたい。 

 

以 上 


